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平成14年２月期      中間連結決算短信  平成13年10月23日 

上 場 会 社 名 株式会社 京進 上場取引所 大証第２部 
コ ー ド 番 号 ４７３５  本社所在都道府県 京都府 
問 合 せ 先 責任者役職名 企 画 部 部 長   

 氏 名 樽 井 み ど り ＴＥＬ (０７５)３６５－１５００(代) 
中間連結決算取締役会開催日 平成13年10月23日    

 

１ 13年８月中間期の連結業績（平成13年３月１日～平成13年８月31日） 

 （1） 連結経営成績                     （記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。） 

 売 上 高 
対前年中間期 
増   減   率 営 業 利 益 

対前年中間期 
増   減   率 経 常 利 益 

対前年中間期 
増   減   率 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
平成13年８月中間期 2,978 （  －  ） 219 （  －  ） 199 （  －  ） 
平成12年８月中間期 － （  －  ） － （  －  ） － （  －  ） 
平 成 1 3 年 ２ 月 期 5,183  430  367  

 

 中間(当期)純利益 
対前年中間期 
増   減   率 

１ 株 当 た り 
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

潜在株式調整後１株当たり 
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 
平成13年８月中間期 81 （  －  ） 19 89 － － 
平成12年８月中間期 － （  －  ） － － － － 
平 成 1 3 年 ２ 月 期 195  48 02 － － 
 （注） １ 持分法投資損益      13年８月中間期 －百万円   12年８月中間期 －百万円    13年２月期 －百万円 
     ２ 期中平均株式数 (連結)     13年８月中間期 4,079,000株 13年２月期 4,079,000株 
     ３ 中間連結財務諸表は平成13年８月中間期より作成しております。したがって、平成12年８月中間期及び対前年中間期増減率につ 

いては、記載しておりません。 

 （2） 連結財政状態 

 
 

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 
平成13年８月中間期 4,629 1,562 33.8 383 10 
平成12年８月中間期 － － － － － 
平 成 1 3 年 ２ 月 期 4,408 1,536 34.9 376 73 
 （注） 期末発行済株式数   13年８月中間期 4,079,000株     13年２月期 4,079,000株    

（額面 ・ 無額面 株式 一単位の株式数 1,000株） 

 （3） 連結キャッシュ・フローの状況 

 
 

営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ･フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ･フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
平成13年８月中間期 153 △121 6 244 
平成12年８月中間期 － － － － 
平 成 1 3 年 ２ 月 期 450 △354 △168 204 

 （4） 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連 結 子 会 社 数 ２社  持分法適用非連結子会社 －社  持分法適用関連会社数 －社 

 （5） 会計処理の方法等の変更 

     ①連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連 結 (新規) －社 (除外) －社  持 分 法 ( 新 規 ) －社 (除外) －社 

     ②会計処理の方法の変更   有・無 

２ 14年２月期の連結業績予想（平成13年３月１日～平成14年２月28日） 
 

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円 
通 期 6,101 455 188 
(参考) １株当たり予想当期純利益(通期) 46円 08銭     
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（添付資料） 

１．企業集団の状況 

 当社グループは、当社（株式会社京進）及び子会社２社により構成されており、小中高生を対象とした学習指導を主たる

業務としております。 

 当社グループの事業内容及び当社と子会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

(1)教育事業 

当社では、幼児・小中高生を対象とした学習塾、個別指導教室、英会話教室の運営及び家庭教師派遣事業 

を行っております。 

   子会社 Kyoshin GmbH では在独の小中学生を対象とした学習塾を運営しております。 

事業部門 主要事業内容 
小 中 部 小学１年生～中学３年生の学習・進学指導、英会話指導。講習会の実施。テストの実施。 
高 校 部 高校１年生～高校３年生の学習・進学指導。講習会の実施。テストの実施。 
個別指導部 小学１年生～高校３年生までの個別学習・進学指導。 
そ の 他 小学１年生～高校３年生の学習のための家庭教師派遣。幼児～成人を対象とした英会話指導。 

 

(2)その他の事業 

   子会社株式会社五葉出版においては、当社で使用をする印刷消耗品の代理業務を主に行っております。 

 

 

事業の系統図は以下のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （注） 子会社２社はいずれも当社の100％子会社であり、連結子会社であります。 

 

 

 

株式会社五葉出版 当   社 Kyoshin GmbH 

一  般  顧  客 

印刷消耗品の納入 教材の販売 
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２．経営方針及び経営成績 

１．経営方針 

 (1)経営の基本方針 

    当社グループは、「学力の向上と人材の育成」「自立と貢献のできる人材の育成」「国際化社会で活躍できる人材の 

育成」を教育理念として生徒の指導にあたっております。教育を取り巻く環境はますます多様化しておりますが、「絶 

   えざる革新と人づくり」を経営の基本理念として、顧客ニーズへの対応に取り組んでおります。 

 

 (2)中長期的な会社の経営戦略 

  ①シェアーアップ戦略 

   当社グループは、シェアーアップをはかるため、積極的な新規出店を計画しております。具体的には小中部門にお 

いて年間７校～10校、個別指導部門においては10校～20校を予定しております。また、その他の部門に関しては、地 

域評価を高めることで生徒増に取り組んでおります。 

 

  ②商品の質の向上 

   当社グループでは、生徒の学力の向上、第一志望校への合格のために授業・商品の質のさらなる向上策を推進して 

おります。その一環として、開発を進めてきた新成績システムが平成13年９月から本稼動いたします。当システムは 

全社ネットワークを使った分散型リアルタイム処理により、テスト実施後すぐに詳細な分析結果をフィードバックで 

きるというものです。各学年・クラス・教科ごとに学習カリキュラムを組み、毎週テストを実施しているという独自 

の教務システムをさらに充実させ、生徒の学習効率を飛躍的に向上できると確信しております。このような一連の成 

績システムは、業界内でも類のないものであり、他社との大きな差別化となるものであります。 

 

  ③多様化する教育ニーズへの対応 

   当社グループでは、多様化する教育ニーズに対応するため、集合形態の学習塾のほか、個別指導部門、家庭教師派 

遣業部門を運営しております。また、英会話教室や、学習塾部門での英会話講座の開講なども手がけてまいりました。 

 さらに、家庭教師派遣事業部門におけるサービスの一貫として、インターネットを利用したｅラーニングシステム 

の開発も進めており、高まる在宅学習ニーズへの対応を予定しております。 

 

  ④企業体質の強化 

   当社グループでは、業種に関わらず企業としての体質を強化するべく、経営品質の向上に取り組んでおります。具 

体的には、世界的な経営革新のデファクト・スタンダードと言われる米国「マルコム・ボルドリッジ国家品質賞（Ｍ 

Ｂ賞）によるセルフアセスメント（自己評価）の考え方を範とした「経営品質向上プログラム」の導入を進めており 

ます。 
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２．経営成績 

 (1)当中間連結会計期間の概況 

  当中間連結会計期間におけるわが国経済は、経済対策及び金融システムの安定化対策などの下支え効果により企業 

収益を中心に景気回復の兆しが見られたものの、米国経済の減速による輸出の減少や株価の低迷に加え、情報技術景 

気にもかげりが見られるなど、依然として回復感に乏しい調整局面が続いております。 

    当業界も長期化する不況による家計の教育関連支出の減少により、全体としては厳しい環境となっております。ま 

た、家庭における子どもの数の減少から、教育ニーズも多様化しております。 

    このような状況の中、当社グループは将来的な成長戦略のもと、計20校の積極的な新規出店により営業地域を拡大 

いたしました。また、大学入試を含めた合格実績のアピールや、従来どおり生徒ひとりひとりへのきめ細かな教務指 

導、サービスの提供に努めました。この結果、既存校（新設校を除く）の生徒数でも前年同期比111.3％、全体の生徒 

数では同117.4％と順調な集客が進みました。結果として、売上高は29億78百万円、経常利益は１億99百万円、中間純 

利益は81百万円となりました。なお、中間連結財務諸表は、平成13年８月期より作成しておりますので、対前年中間 

期比較は記載しておりません。 

 

 (2)通期の見通し 

    通期の見通しにつきましては、景気回復へのさまざまな施策が打ち出されておりますが、世界経済の一層の減速が 

予測され、懸念すべき状況となっております。当業界におきましても、少子化の進行、企業間競争の激化など、厳し 

い経営環境が続くと思われます。しかしながら2002年度からの完全学校週５日制への移行や、国際化や情報化といっ 

た新たな教育ニーズも加わり、民間教育機関の担う役割は大きくなってゆくことが予想されます。 

    当社グループといたしましては、従来どおり生徒ひとりひとりへのきめ細かな教務指導、地域に密着した教室展開 

と、迅速かつ適切な受験情報の提供や顧客サービスに努めたいと思っております。さらに、当上半期から取り組んで 

おります。経営品質プログラムの導入を進め、企業体質の強化をはかる所存であります。 
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３．中間連結財務諸表 

①中間連結貸借対照表 

（単位：千円） 

当中間連結会計期間末 
 

(平成13年８月31日現在) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成13年２月28日現在) 

期別 
 
科目 

金  額 構成比 金  額 構成比 

( 資 産 の 部 )  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産      

1. 現 金 及 び 預 金  430,390  493,855  

2. 売 掛 金  174,087  53,354  

3. 有 価 証 券  －  41,269  

4. た な 卸 資 産  73,024  73,691  

5. 繰 延 税 金 資 産  48,933  21,194  

6. そ の 他  88,104  70,243  

7. 貸 倒 引 当 金  △11,022  △ 2,869  

 流 動 資 産 合 計  803,518 17.4 750,740 17.0 

Ⅱ 固 定 資 産      

(1) 有 形 固 定 資 産 ※1※2     

1. 建 物 及 び 構 築 物  1,526,133  1,461,808  

2. 土 地  1,163,932  1,163,932  

3. そ の 他  146,632  142,586  

 有 形 固 定 資 産 合 計  2,836,699 61.3 2,768,327 62.8 

(2) 無 形 固 定 資 産  177,074 3.8 151,734 3.5 

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産      

1. 敷 金 ・ 保 証 金  674,076  654,308  

2. 繰 延 税 金 資 産  38,422  7,189  

3. そ の 他  100,288  70,967  

4. 貸 倒 引 当 金  △  150  －  

 投 資 その他の資産合計  812,637 17.5 732,465 16.6 

 固 定 資 産 合 計  3,826,410 82.6 3,652,527 82.9 

Ⅲ 為 替 換 算 調 整 勘 定  － － 5,100 0.1 

 資 産 合 計  4,629,929 100.0 4,408,369 100.0 
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（単位：千円） 

当中間連結会計期間末 
 

(平成13年８月31日現在) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成13年２月28日現在) 

期別 
 
科目 

金  額 構成比 金  額 構成比 

( 負 債 の 部 )  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債      

1. 買 掛 金  34,400  47,197  

2. 短 期 借 入 金 ※２ 270,000  600,000  

3. 一年以内返済予定長期借入金 ※２ 473,699  319,037  

4. 未 払 金  237,597  273,784  

5. 未 払 法 人 税 等  126,550  86,861  

6. 繰 延 税 金 負 債  14  9  

7. 賞 与 引 当 金  134,122  93,681  

8. そ の 他  144,213  91,609  

 流 動 負 債 合 計  1,420,598 30.7 1,512,180 34.3 

Ⅱ 固 定 負 債      

1. 長 期 借 入 金 ※２ 1,502,046  1,279,312  

2. 退 職 給 与 引 当 金  －  80,197  

3. 退 職 給 付 引 当 金  121,016  －  

4. 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  23,591  －  

 固 定 負 債 合 計  1,646,654 35.5 1,359,509 30.8 

 負 債 合 計  3,067,252 66.2 2,871,690 65.1 

       

( 少 数 株 主 持 分 )     

 少 数 株 主 持 分  － － － － 

       

( 資 本 の 部 )     

Ⅰ 資 本 金  308,020 6.6 308,020 7.0 

Ⅱ 資 本 準 備 金  244,200 5.3 244,200 5.6 

Ⅲ 連 結 剰 余 金  1,016,302 22.0 984,458 22.3 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  △ 1,443 △0.0 － － 

Ⅴ 為 替 換 算 調 整 勘 定  △ 4,402 △0.1 － － 

 資 本 合 計  1,562,676 33.8 1,536,678 34.9 

 負債、少数株主持分及び資本合計  4,629,929 100.0 4,408,369 100.0 
       
 

 



 

－7－ 

 ②中間連結損益計算書 

（単位：千円） 

 
当中間連結会計期間 
自 平成13年３月１日 
至 平成13年８月31日 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
自 平成12年３月１日 
至 平成13年２月28日 

期別 
 
 
 
科目 金  額 百分比 金  額 百分比 
     ％   ％ 

Ⅰ 売 上 高   2,978,714 100.0  5,183,431 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価   2,063,648 69.3  3,601,875 69.5 

 売 上 総 利 益   915,066 30.7  1,581,556 30.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  695,432 23.3  1,150,752 22.2 

 営 業 利 益   219,634 7.4  430,804 8.3 

Ⅳ 営 業 外 収 益        

1. 受 取 利 息  250   4,426   

2. 受 取 配 当 金  401   795   

3. 受 取 賃 貸 料  1,972   3,691   

4. そ の 他  1,657 4,283 0.1 6,938 15,852 0.3 

Ⅴ 営 業 外 費 用        

1. 支 払 利 息  22,713   54,217   

2. 有 価 証 券 評 価 損  －   16,281   

3. そ の 他  1,954 24,668 0.8 8,415 78,915 1.5 

 経 常 利 益   199,248 6.7  367,740 7.1 

Ⅵ 特 別 利 益        

 前 期 損 益 修 正 益 ※２ － － － 19,669 19,669 0.4 

Ⅶ 特 別 損 失        

1. 投 資有価証券評価損  6,362   499   

2. 固 定 資 産 処 分 損 ※３ 29   1,413   

3. 会 員 権 評 価 損  －   6,150   

4. 退職給付会計基準変更時差異  29,688   －   

5. 過年度役員退職慰労引当金繰入額  19,168   －   

6. 前 期 損 益 修 正 損 ※４ － 55,247 1.9 14,557 22,620 0.4 

 税金等調整前中間(当期)純利益   144,000 4.8  364,789 7.1 

 法人税、住民税及び事業税  120,792   180,341   

 法 人 税 等 調 整 額  △57,925 62,866 2.1 △11,451 168,890 3.3 

 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益   81,134 2.7  195,899 3.8 
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 ③中間連結剰余金計算書 

（単位：千円） 

 
当中間連結会計期間 
自 平成13年３月１日 
至 平成13年８月31日 

前連結会計年度の 
要約連結剰余金計算書 
自 平成12年３月１日 
至 平成13年２月28日 

期別 
 
 
科目 

金     額 金     額 

Ⅰ 連 結 剰 余 金 期 首 残 高     

1. 連 結 剰 余 金 期 首 残 高 984,458  829,083  

2. 過 年 度 税 効 果 調 整 額 － 984,458 16,923 846,007 

Ⅱ 連 結 剰 余 金 減 少 高     

1. 配 当 金 40,790  48,948  

2. 役 員 賞 与 8,500 49,290 8,500 57,448 

Ⅲ 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益  81,134  195,899 

Ⅳ 連結剰余金中間期末(期末)残高  1,016,302  984,458 
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 ④中間連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円） 

期別 
 
科目 

当中間連結会計期間 
自 平成13年３月１日 
至 平成13年８月31日 

前連結会計年度 
自 平成12年３月１日 
至 平成13年２月28日 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   
  税金等調整前中間（当期）純利益 144,000 364,789 
  減価償却費 94,156 161,822 
    長期前払費用償却 3,259 7,010 
    退職給与引当金の増減額 △  80,197 12,237 
  退職給付引当金の増加額 121,016 － 
  役員退職慰労引当金の増加額 23,591 － 
    賞与引当金の増加額 40,441 10,211 
  貸倒引当金の増減額 8,303 △        358 
  為替差益 △    419 － 
  受取利息及び受取配当金 △    652 △      5,222 
  支払利息 22,713 54,217 
  有価証券売却益 － △      3,575 
    有価証券評価損 － 16,281 
  投資有価証券評価損 6,362 499 
    会員権評価損 － 6,150 
  固定資産除却損 29 1,324 
    非資金損益 20,120 34,844 
  売上債権の増加額 △  120,675 △     23,523 
  たな卸資産の減少額 678 1,093 
    前受金の増減額 3,494 △     73,942 
    仕入債務の減少額 △  12,801 △      9,593 
    未払消費税等の増減額 △  26,283 56,325 
    役員賞与の支払額 △   8,500 △      8,500 
  その他 17,067 60,875 
    小計 255,705 662,968 
  利息及び配当金の受取額 754 5,216 
  利息の支払額 △  22,335 △     52,746 
  法人税等の支払額 △  81,103 △    165,203 
    営業活動によるキャッシュ・フロー 153,020 450,235 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   
  定期預金の払戻による収入 120,900 83,400 
  定期預金の預入れによる支出 △  11,200 △     66,500 
  有価証券の売却による収入 － 13,063 
  有価証券の取得による支出 － △     17,463 
  投資有価証券の取得による支出 △  3,000 － 
    短期貸付金の回収による収入 170 570 
    短期貸付による支出 △   100 △        300 
    有形固定資産の取得による支出 △ 204,599 △    205,921 
    無形固定資産の取得による支出 － △     32,604 
    長期前払費用の取得による支出 △  3,561 △      7,284 
    会員権取得による支出 － △     30,000 
    敷金･保証金の増加額 △  19,920 △    108,246 
    敷金･保証金の減少額 152 16,881 
  その他 － 50 
    投資活動によるキャッシュ・フロー △ 121,158 △    354,354 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
  短期借入金の純増減額 △ 330,000 66,000 
  長期借入による収入 800,000 250,000 
  長期借入金の返済による支出 △ 422,604 △    435,313 
  配当金の支払額 △  40,790 △     48,948 
    財務活動によるキャッシュ・フロー 6,606 △    168,261 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 1,364 797 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 39,831 △     71,582 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 204,559 276,142 
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 244,390 204,559 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項    

期別 
 

項目 

当中間連結会計年度 
自 平成13年３月１日 
至 平成13年８月31日 

前連結会計年度 
自 平成12年３月１日 
至 平成13年２月28日 

１．連結の範囲に関する事項  子会社はすべて連結しております。当該連
結子会社は、Kyoshin GmbH及び株式会社五
葉出版 ２社であります。 

同    左 

２．持分法の適用に関する事項 該当事項はありません。 同    左 
３．連結子会社の（中間）決算 
日等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日は、中間連結決算
日と一致しております。 

連結子会社の事業年度末日と連結決算日
は一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項   
(1)重要な資産の評価基準及 
び評価方法 

(ｲ)有価証券の評価基準及び評価方法 
  その他有価証券 
  時価のあるもの 
   中間連結決算日の市場価格に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法に
より算定） 

  時価のないもの 
   移動平均法による原価法 

(ｲ)有価証券の評価基準及び評価方法 

①取引所の相場のある有価証券 

 移動平均法による低価法(洗替え方式) 

②取引所の相場のない有価証券 
  移動平均法による原価法 

 (ﾛ)たな卸資産の評価基準及び評価方法 
 ①商 品…移動平均法による原価法 
 ②貯蔵品…最終仕入原価法 

(ﾛ)たな卸資産の評価基準及び評価方法 
同    左 

 (2)重要な減価償却資産の減 
価償却の方法 

(ｲ)有形固定資産 
 親会社は定率法、在外子会社は所在地国の
会計基準の規定に基づく定額法によってお
ります。 
 ただし、親会社は平成10年４月１日以降に
取得した建物（附属設備を除く）については、
定額法によっております。 
 
(ﾛ)無形固定資産 
 定額法によっております。ただし、自社利
用のソフトウェアについては社内における
利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ
ております。 
(ﾊ)長期前払費用 
 定額法によっております。 

(ｲ)有形固定資産 
 親会社は法人税法の規定に基づく定率法、
在外子会社は所在地国の会計基準の規定に
基づく定額法によっております。 
 ただし、親会社は平成10年４月１日以降に
取得した建物（附属設備を除く）については、
法人税法の規定に基づく定額法によってお
ります。 
(ﾛ)無形固定資産 
 法人税法の規定に基づく定額法によって
おります。ただし、自社利用のソフトウェア
については社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。 
(ﾊ)長期前払費用 
 法人税法の規定に基づく定額法によって
おります。 

 (3)重要な引当金の計上基準 (ｲ)貸倒引当金 
 債権の貸倒による損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。 
(ﾛ)賞与引当金 
 親会社は従業員の賞与の支給に備えるた
め、支給見込額基準により計上しておりま
す。 
(ﾊ)退職給付引当金 
 親会社は従業員の退職給付に備えるため、
当連結会計年度末における退職給付債務の
見込額に基づき、当中間連結会計期間末にお
いて発生していると認められる額を計上し
ております。 
 なお、会計基準変更時差異（29,668千円）
については、３年による按分額を費用処理し
ております。 
(ﾆ)役員退職慰労引当金 
 親会社は、役員の退職慰労金の支出に備え

(ｲ)貸倒引当金 
債権の貸倒による損失に備えるため、実績
繰入率による見積額及び個別債権の回収不
能見込額を計上しております。 
 
 
(ﾛ)賞与引当金 

同    左 
 
 
(ﾊ)退職給与引当金 
 親会社は従業員の退職金の支出に備える
ため、自己都合による期末要支給額の40％を
計上しております。 
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るため、内規に基づく中間期末要支給額を計
上しております。 
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期別 
 

項目 

当中間連結会計年度 
自 平成13年３月１日 
至 平成13年８月31日 

前連結会計年度 
自 平成12年３月１日 
至 平成13年２月28日 

  (会計方針の変更) 
 親会社は、従来、役員退職慰労金は、支出
時の費用として処理しておりましたが、当中
間連結会計期間より、内規に基づく中間期末
要支給額を引当計上する方法に変更いたし
ました。 
 この変更は、役員退職慰労引当金計上の会
計慣行の定着化を勘案し、役員の在任期間に
わたり費用を配分することによる期間損益
の適正化と財務体質の健全化を図るために
行ったものであります。 
 この変更に伴い、当中間連結会計期間の発
生額4,423千円は販売費及び一般管理費に計
上し、過年度相当額115,009千円は、当中間
連結会計期間より３期間で均等額を繰入す
ることとし、当中間連結会計期間分19,168
千円を特別損失に計上しております。この結
果、従来の方法によった場合に比べ、営業利
益及び経常利益は4,423千円、税金等調整前
中間純利益は23,591千円減少しております。 

 

 (4)重要な外貨建の資産又は
負債の本邦通貨への換算
の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物
為替相場により円貨に換算し、為替差額は損
益として処理しております。なお、在外子会
社等の資産、負債、収益及び費用は中間決算
日の直物為替相場により換算し、換算差額は
資本の部における為替換算調整勘定に含め
ております。 

 

 (5)重要なリース取引の処理 
方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理によっております。 

同    左 

 (6)重要なヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 
  金利スワップの特例処理の要件を充た
す金利スワップについては、特例処理によ
っております。 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 
  ヘッジ手段…金利スワップ 
  ヘッジ対象…借入金 
③ヘッジ方針 
  将来の金利市場における金利上昇によ
る変動リスクを回避する目的でデリィバ
ティブ取引を導入しており、借入金の金利
変動リスクをヘッジしております。 
④ヘッジ有効性評価の方法 
  ヘッジ手段の固定元本等とヘッジ対象
の固定元本等が一致しており、金利スワッ
プの特例処理の要件に該当すると判定さ
れるため、当該判定をもって有効性の判定
に代えております。 

 

 (7)その他中間連結財務諸表 
（連結財務諸表）作成のた 
めの重要な事項 

消費税等の会計処理 
 税抜き方式によっております。 

消費税等の会計処理 
同    左 

５．中間連結キャッシュ・フロ 
ー計算書（連結キャッシュ・
フロー計算書）における資金
の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金（現金及び現金同等物）は手許現金、
随時引き出し可能な預金及び容易に換金可
能であり、かつ、価値の変動について僅少な
リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内
に償還期限の到来する短期投資からなって

連結キャッシュ・フロー計算書における資金
（現金及び現金同等物）は手許現金、随時引
き出し可能な預金及び容易に換金可能であ
り、かつ、価値の変動について僅少なリスク
しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還
期限の到来する短期投資からなっておりま



 

－13－ 

おります。 す。 
 

（追加情報） 

当中間連結会計年度 
自 平成13年３月１日 
至 平成13年８月31日 

前連結会計年度 
自 平成12年３月１日 
至 平成13年２月28日 

 （自社利用ソフトウェア） 
  従来､投資その他の資産の「その他」に計上していた自社利
用のソフトウェアについては、「研究開発費及びソフトウェ
アの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計
制度委員会報告第12号平成11年3月31日）における経過措置
の適用により、従来の会計処理方法を継続して採用しており
ます。ただし、同報告により、上記に係るソフトウェアの表
示については、投資その他の資産の「その他」から無形固定
資産に変更し、減価償却の方法については、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

 （税効果会計） 
連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度から税効

果会計を適用しております。これに伴い､従来の税効果会計

を適用しない場合に比較し､繰延税金資産 28,384千円（流動

資産 21,194千円、固定資産 7,189千円）繰延税金負債 9千

円（流動負債9千円）が新たに計上されるとともに、当期純

利益は 11,451千円､連結剰余金期末残高は 28,374千円多く

計上されております。                                    
（退職給付会計） 
 当連結中間会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職
給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議
会 平成10年６月16日））を適用しております。この結果、
従来の方法によった場合と比較して、退職給付費用が36,900
千円増加し、営業利益及び経常利益は7,212千円、税金等調整
前中間純利益は36,900千円減少しております。 
 また、退職給与引当金に係る未払金は、退職給付引当金に
含めて表示しております。 

 

（金融商品会計） 
 当連結中間会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融
商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議
会 平成11年１月22日））を適用し、有価証券の評価の方法
について変更しております。この結果、従来の場合によった
場合と比較して、経常利益は29,891千円、税金等調整前中間
純利益は23,529千円増加しております。 
 また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、
投資その他の資産のその他として表示しております。その結
果、流動資産の有価証券は41,269千円減少し、投資その他の
資産のその他は同額増加しております。 

 

（外貨建取引等会計基準） 
 当中間連結会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基
準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企
業会計審議会 平成11年10月22日））を適用しております。
この変更による損益への影響はありません。 
 また、前連結会計年度において「資産の部」に計上してお
りました為替換算調整勘定は、中間連結財務諸表規則の改正
により、「資本の部」に計上しております。 
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注記事項 

 （中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間末 
（平成13年８月31日） 

前連結会計年度末 
（平成13年２月28日） 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 
1,035,242千円 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 
955,586千円 

※2.担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のと
おりであります。 

 (ｲ)担保に供している資産 
建 物  1,087,315千円 
土 地  1,163,932   

計  2,251,247    

※2.担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のと
おりであります。 

 (ｲ)担保に供している資産 
建 物  1,114,269千円 
土 地  1,163,932   

計  2,278,202    
 (ﾛ)上記に対応する債務 

短 期 借 入 金  170,000千円 
一年以内返済予定長期借入金  248,188   
長 期 借 入 金  1,141,296   

計  1,559,484    

 (ﾛ)上記に対応する債務 
短 期 借 入 金  342,034千円 
一年以内返済予定長期借入金  248,485   
長 期 借 入 金  1,186,212   

計  1,776,731    
 

 （中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間 
自 平成13年３月１日 
至 平成13年８月31日 

前連結会計期間 
自 平成12年３月１日 
至 平成13年２月28日 

※1.販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとお
りであります。 
広 告 宣 伝 費  157,521千円 
給 与 手 当  123,111   
賞 与 引 当 金 繰 入 額  29,464   
退 職 給 付 費 用  3,936   
役員退職慰労引当金繰入額  4,423    

 

 
 
 

※2.前期損益修正益は、海外子会社における付加価値税還付
額であります。 
 

※3.固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。 
器 具 及 び 備 品 除 却 損  29千円 

計  29    

※3.固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。 
建 物 除 却 損  419千円 
構 築 物 除 却 損  534   
器 具 及 び 備 品 除 却 損  458   

計  1,413    
 ※4.前期損益修正損は、過年度人件費(源泉税負担額)であり 

ます。 

 

  (中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当中間連結会計年度 
自 平成13年３月１日 
至 平成13年８月31日 

前連結会計年度 
自 平成12年３月１日 
至 平成13年２月28日 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に
掲記されている科目の金額との関係 

      （平成13年８月31日現在） 
現 金 及 び 預 金 勘 定  430,390千円 
預入期間が３ヶ月を超える定期預金等    △186,000  
現 金 及 び 現 金 同 等 物  244,390    

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係 

      （平成13年２月28日現在） 
現 金 及 び 預 金 勘 定  493,855千円 
マネー・マネジメント・ファンド  6,404   
預入期間が３ヶ月を超える定期預金等  △295,700   
現 金 及 び 現 金 同 等 物  204,559    
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 (リース取引関係) 

当中間連結会計年度 
自 平成13年３月１日 
至 平成13年８月31日 

前連結会計年度 
自 平成12年３月１日 
至 平成13年２月28日 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの 
以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの 
以外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及 
び中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及 
び期末残高相当額 

  取 得 価 額 
相 当 額 

減 価 償 却 
累計額相当額 

中間期末残高 
相 当 額 

   取 得 価 額 
相 当 額 

減 価 償 却 
累計額相当額 

期 末 残 高 
相 当 額 

 

 器 具 及 び 
備 品 

千円 
244,053 

千円 
126,302 

千円 
117,751 

  器 具 及 び 
備 品 

千円 
218,544 

千円 
108,399 

千円 
110,145 

 

 車両運搬具 6,312 420 5,891   合 計 218,544 108,399 110,145  
 合 計 250,365 126,723 123,642        
(注)取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残高が有形固 
定資産の中間期末残高等に占めるその割合が低いため、支払 
利子込み法により算定しております。 
(2)未経過リース料中間期末残高相当額 
  １年内  45,587千円 
  １年超  78,054 
   合計  123,642 
(注)未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過リース料中 
間期末残高が有形固定資産の中間期末残高等に占めるその 
割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

(注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資 
産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支払利子込み 
法により算定しております。 
(2)未経過リース料期末残高相当額 
  １年内  41,417千円 
  １年超  68,728 
   合計  110,145 
(注)未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残 
 高等に占めるその割合が低いため、支払利子込み法により算 
 定しております。 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 
  支 払 リ ー ス 料         18,783千円 
  減価償却費相当額 18,783千円 
 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 
  支 払 リ ー ス 料         35,496千円 
  減価償却費相当額 35,496千円 
 

(4)減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に 
 よっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 
同    左 
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（有価証券関係） 

※ 前中間会計期間に係る「有価証券の時価等」については、中間財務諸表における注記事項として記載しております。 

当中間連結会計期間（平成13年８月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

当中間連結会計期間末（平成13年８月31日） 
種    類 

取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差     額 
(1)株式 54,418 45,556 △8,862 
(2)債券    
 国債・地方債等 － － － 
 社債 3,000 3,015 15 
 その他 － － － 
(3)その他 － － － 

合  計 57,418 48,571 △8,847 

 

２．時価評価されていない主な「有価証券」（上記１．を除く） 

（単位：千円） 

当中間連結会計期間末（平成13年８月31日） 
 

中間連結貸借対照表計上額 
(1)その他の有価証券  
   非上場株式                  0 

 

前連結会計年度（平成13年２月28日現在） 

有価証券の時価等 

（単位：千円） 

当連結会計期年度（平成13年２月28日現在） 
種    類 

連結貸借対照表計上額 時      価 評価損益 
(1)流動資産に属するもの    
 株 式 34,865 29,800 △5,064 
 債 券 － － － 
 そ の 他 － － - 
 小   計 34,865 29,800 △5,064 
(2)固定資産に属するもの    
 株 式 19,553 19,386 △ 167 
 債 券 － － － 
 そ の 他 － － － 
 小   計 19,553 19,386 △ 167 

合  計 54,418 49,186 △5,231 

 (注) 1.時価の算定方法 

     (1)上場有価証券   ：主に東京証券取引所の最終価格によっております。 

  (2)店頭売買有価証券 ：日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。 

2.開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額 

 （流動資産） 

         マネー・マネジメント・ファンド    6,404千円 

 （固定資産） 

      店頭売買株式を除く非上場株式       0千円 
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（デリバティブ取引関係） 

※ 前中間会計期間に係る「デリバティブ取引」については、中間財務諸表における注記事項として記載しております。 

当中間連結会計期間（平成13年８月31日現在） 

 デリバティブ取引はすべてヘッジ会計を適用しているため、デリバティブ取引に関する注記を省略しております。 

 

前連結会計年度（自 平成12年３月１日 至 平成13年２月28日） 

１．取引の状況に関する事項 

  当社グループでは、現在、変動金利支払の借入金についてのみ、将来の市場取引での金利上昇の影響を回避し、金利

を固定化させるため、金利スワップ取引を利用しております。 

  当社グループでは、対象となる債務の残高の範囲内で金利スワップ取引を利用することを方針としております。当社

グループが利用している金利スワップは、調達金利の上昇を回避できる商品ですので、市場の変動により利得の機会を

失うことを除き、リスクを有しておりません。また、当社グループの金利スワップ取引の契約先は国内の信用度の高い

金融機関であるため、相手方の契約不履行によるリスクは極めて小さいと認識しております。 

  当社グループは上記を除き、通常デリバティブ取引は実施しておりませんので、社内管理規程等は作成しておりませ

ん。例外的にデリバティブ取引を実施する場合は、経理部が取りまとめたうえで取締役会に報告する体制になっており

ます。 

 

２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 

（単位：千円） 

前連結会計年度 (平成13年２月28日現在) 
契  約  額  等 区   分 種   類 
 うち１年超 

時  価 評価損益 

市場取引以外の 
取 引 

金利スワップ取引 
受取変動・支払固定 

 
150,000 

 
140,000 

 
△3,616 

 
△3,616 

合       計 150,000 140,000 △3,616 △3,616 

(注) 時価の算定方法…取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 
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（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

当中間連結会計期間（自 平成13年３月１日 至 平成13年８月31日）及び前連結会計年度（自 平成12年３月１日 至  

平成13年２月28日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の合計額に占める「教育事業」の割合がいずれも90％

を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

２．所在地別セグメント情報 

当中間連結会計期間（自 平成13年３月１日 至 平成13年８月31日）及び前連結会計年度（自 平成12年３月１日 至  

平成13年２月28日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているた

め、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 
３．海外売上高  

当中間連結会計期間（自 平成13年３月１日 至 平成13年８月31日）及び前連結会計年度（自 平成12年３月１日 至  

平成13年２月28日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報） 

当中間連結会計年度 
自 平成13年３月１日 
至 平成13年８月31日 

前連結会計年度 
自 平成12年３月１日 
至 平成13年２月28日 

１株当たり純資産額         383.10円 
１株当たり中間純利益         19.89円 
 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益額については、
ストックオプション制度の導入に伴い新株引受権を付与して
おりますが、新株式引受権に係るプレミアムが生じていない
ため記載しておりません。 

１株当たり純資産額         376.73円 
１株当たり当期純利益         48.02円 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額については、
新株引受権付社債及び転換社債を発行していないため記載し
ておりません。 

 

 

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 

 

 

（２）その他 

  該当事項はありません。 


